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監 第  ２１  号 

令和元年 ５月２９日 

 

請求人 

Ａ    様 

Ｂ    様 

Ｃ    様 

Ｄ    様 

 

倉敷市監査委員 竹 内 道 宏       

倉敷市監査委員 長谷川   威       

倉敷市監査委員 原     勲       

倉敷市監査委員 原 田 龍 五       

 

 

住民監査請求に係る監査の結果について（通知） 

平成３１年４月５日付けで請求のあった地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

２条第１項の規定に基づく住民監査請求に係る監査の結果を同条第４項の規定により次の

とおり通知する。 

 

 

第１ 監査の請求 

 １ 請求人 

   倉敷市          Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ 

    

２ 請求書の受付日 

  平成３１年４月５日 

 

３ 請求の内容 

  本件請求書の内容は，次のとおりである（原文のまま）。 

 

１ 請求の要旨 

 １ 請求の対象者   倉敷市農林水産課 

  ２ 財務会計上の行為又は怠る事実 

     平成２９年度 岡山県鳥獣被害防止総合対策交付金 

   平成２９年度 有害鳥獣駆除業務委託料の支払について 

  ３ その行為又は怠る事実 

     鳥獣捕獲等許可申請に当り「鳥獣の保護及び管理並びに適正化に関する法律」
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及び「倉敷市鳥獣捕獲等事務処理要領」等に違反している。事実証明資料③    

法９条に違反している申請書に許可証が発行されている。その許可証で有害鳥

獣を捕獲している。農林水産課は依頼書が無い・玉島支所は依頼書はあるが依

頼書名の者が被害者ではなく許可対象者ではない・児島支所は依頼書はあるが

黒塗りの為確認できないが許可対象者とは考えられない。事実証明資料⑦ 

船穂支所は玉島支所で行っている。真備支所は水害の為確認不能です。 

平成２９年度 岡山県鳥獣被害防止総合対策交付金 支払命令書 

平成２９年度 有害鳥獣駆除業務委託 支払命令書 

  ４ 経費の浪費 

     上記違法行為により不当に野生鳥獣を殺戮した事と返還許可証の捕獲数と県に

報告している捕獲数と合致しない。水増しをして報告している。事実証明資料

⑧ 

     １頭も捕獲していないのに６頭請求しているとか、イノシシで成獣と幼獣が同

額など。そのため違法な公金の支出により市に損害を与えている。 

  ５ 措置の請求 

     不法行為が明白である。倉敷市に対し９，９７９，０００円の返還請求を求め

る。 

     今後二度と違法行為を繰り返さない様鳥獣保護管理法・鳥獣による農林水産業 

に係る特別措置法、倉敷市鳥獣捕獲等事務処理要領の順守及び関係法令の    

順守に努める事。なお倉敷市鳥獣捕獲等事務処理要領は鳥獣保護管理法の    

第７９条二項に規定された内容に更正する事。事実証明資料⑦ 

 

地方自治法第 24 条第 1項の規定により別紙事実証明を添えて必要な措置を請求しま 

す。 

 

事実を証する書面については，請求人らから提出されているが，本件監査結果では添

付を省略する。 

 

４ 請求の要件審査 

本件請求は，地方自治法（以下「自治法」という。）第２４２条の所定の要件を具備

しているものと認め，平成３１年４月５日付けでこれを受理した。 

 

第２ 監査の実施 

１ 監査の対象 

平成２９年度鳥獣被害防止総合対策交付金（以下「本件交付金」という。）の支出及

び平成２９年度有害鳥獣駆除業務委託料（以下「本件委託料」という。）の支出が，違

法・不当な公金の支出にあたるか，を監査対象とした。 

なお，鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（以下「鳥獣保護管理
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法」という。）に基づく鳥獣捕獲等許可申請や許可などの一連の行為自体は，財務会計

行為でないため，監査の対象外とした。 

 

２ 監査の対象部署 

文化産業局農林水産部農林水産課を監査対象とした。 

 

３ 請求人らの陳述 

自治法第２４２条第６項の規定に基づき，平成３１年４月２５日に，請求人らに証

拠の提出及び陳述の機会を与え，その際，関係職員を立ち会わせた。なお，新たな証

拠の提出及び請求要旨の補足説明はなく，事情聴取を実施した。 

 

４ 関係職員の陳述 

平成３１年４月２５日，関係職員に陳述の機会を与えるとともに，監査対象部署か

ら関係書類の提出を求め，調査を実施した。 

（１）平成３１年４月２５日，監査対象部署から陳述の聴取を行い，その際，請求人ら

を立ち合わせた。 

 

（２）陳述の要旨 

ア 鳥獣捕獲等許可申請について  

鳥獣捕獲等許可申請に関する陳述は省略する。 

イ 有害鳥獣の捕獲確認について 

鳥獣保護管理法第９条１３項の規定によれば，許可に係る捕獲等の結果を許可

権者に報告しなければならないとされているが，報告様式等の指定はない。また，

岡山県の鳥獣捕獲許可等事務処理要領では，鳥獣捕獲等許可証（以下「許可証」

という。）の返却時に捕獲数を許可証に記入することで，鳥獣保護管理法第９条１

３項の報告を兼ねることができるとなっている。 

本市では許可証の報告欄による報告とは別に，現地で本市職員による捕獲確認

または証拠書類の提出による捕獲確認を行っている。県に対する有害鳥獣の捕獲

数の報告は，国の鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成２０年３月３１日

付け，１９生産第９４２４号農林水産省生産局長通知。以下「国実施要領」とい

う。）に規定された方法で捕獲確認を行い，その捕獲数を報告しているため，適正

な支出を行っている。また，倉敷市有害鳥獣駆除班協議会（以下「駆除班協議会」

という。）との捕獲業務委託についても，適正な捕獲確認ができたものを支払対象

としているため，適正な支出を行っている。 

 

第３ 監査の結果 

１ 事実関係の確認 

（１）事業の背景 
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ア 国の制度 

鳥獣による農林水産業等に係る被害を防止するため，平成２０年２月に鳥獣に

よる農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律を施行し，鳥

獣被害防止総合対策交付金実施要綱（平成２０年３月３１日付け，１９生産第９

４２３号農林水産事務次官依命通知。以下「国実施要綱」という。）及び国実施要

領を定め，農林水産業等に被害を及ぼす野生鳥獣を緊急的に捕獲するための経費

を助成している。 

イ 岡山県（以下「県」という。）の制度 

前述の国実施要綱及び国実施要領を受け，県では岡山県鳥獣被害防止総合対策

交付金交付要綱（平成２２年４月１日付け，農振第３号農林水産部長通知。以下

「県交付要綱」という。）及び岡山県鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成

２２年４月１日付け，農振第４号農林水産部長通知。以下「県実施要領」という。）

を定め，市町村が行う事業に交付金を交付している。 

 

（２）農作物鳥獣害防止事業の概要 

本市では，農作物の被害が市内全域に拡大しており，有害鳥獣による農作物の被

害防止は農家の切実な要望であるため，被害相談や農協などからの被害報告を基に，

倉敷市鳥獣被害防止計画を策定し，計画達成に向けた取組みを行っている。 

その取組みの一つである有害鳥獣の捕獲については，国の支援制度である鳥獣被

害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業）（以下「交付金」とい

う。）を活用し，捕獲を実施する駆除班協議会の上部組織である倉敷市鳥獣被害防止

対策推進協議会（以下「推進協議会」という。）に対し捕獲実績に応じて交付金を支

出するとともに，駆除班協議会と有害鳥獣駆除業務委託契約を締結し委託料を支出

することにより，有害鳥獣の駆除を促進している。 

国実施要綱では，交付金の支援対象期間は，４月１日から翌年３月３１日までと

しているが，支援対象期間に捕獲確認した場合に支援対象とすることができると規

定されているため，本件交付金の捕獲対象期間を平成２９年１月１日から平成２９

年１２月３１日までとしている。なお，平成３０年１月１日から平成３０年３月３

１日までの捕獲数に対する交付金は，平成３０年度分の捕獲対象期間に基づく交付

金として支出している。 

【対象期間】 

H29.1.1        H29.4.1                          H29.12.31      H30.3.31   

 

             本件交付金 

 

 

 

 

本件委託料 
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（３）有害鳥獣の捕獲確認（「本件交付金」及び「本件委託料」共通） 

駆除班協議会の駆除班員が有害鳥獣を捕獲した場合，農林水産課及び各支所産業

課の職員が現場確認を行い，また，現場確認ができない場合は，捕獲写真や証拠物

（耳，尻尾）の提出により捕獲確認を行っている。 

この捕獲確認を基に，国実施要領に規定された鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事

業における有害捕獲確認書（以下「捕獲確認書」という。）に有害鳥獣の種別，頭数，

捕獲月日，捕獲場所，確認方法等を記載し，支出の根拠としている。 

 

（４）本件交付金の支出の概要 

交付申請から交付金の支出に至るまでの事務処理は，以下のとおりである。 

ア 交付金交付申請（推進協議会→本市→県） 

（ア）申請日 平成２９年５月１７日 

（イ）申請額 ３，９６０，０００円 

（ウ）別記様式第１号（別添） 

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業（以下「緊急捕獲活動支援事業」という。） 

・事業実施主体名 推進協議会 

・事業名 緊急捕獲活動支援事業 

・事業内容 緊急捕獲活動推進事業 有害捕獲 

・事業費 ３，９６０，０００円 

・負担区分 交付金 ３，９６０，０００円 

（エ）緊急捕獲活動支援事業（有害捕獲）の内容 

対象鳥獣 
捕獲頭数 

（頭） 

上限単価 

（円／頭） 

事業費 

（円） 

交付金 

（円） 

イノシシ（成獣） 438 8,000 3,504,000 3,504,000 

イノシシ（幼獣） 37 1,000 37,000 37,000 

ヌートリア 303 1,000 303,000 303,000 

タヌキ 20 1,000 20,000 20,000 

アナグマ 20 1,000 20,000 20,000 

ハクビシン 20 1,000 20,000 20,000 

サル 7 8,000 56,000 56,000 

計 845  3,960,000 3,960,000 

（オ） 事業完了予定 ３０年３月３１日 

イ 補助金等交付決定通知（県→本市→推進協議会） 

（ア）通知日 平成２９年６月１３日 

（イ）対象事業 平成２９年５月１７日付けで申請のあった緊急捕獲活動支援事業 

（ウ）事業に要する経費及び交付金の額  

事業に要する経費  ３，９６０，０００円 
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交付金の額     ３，９６０，０００円 

ウ 実施状況報告（推進協議会→本市→県） 

（ア）報告日 平成３０年１月３０日 

（イ）報告内容 

区分 鳥獣被害防止総合対策推進交付金 

総事業費 ４，６１３，０００円 

事業の遂行状況  

１月１日以降に完了するもの 事業費 ４，６１３，０００円 

事業完了予定年月日 平成３０年３月３１日      

（ウ）添付資料 

 イノシシ 

成獣 

(8,000) 

イノシシ 

幼獣 

(1,000) 

ヌートリア 

 

(1,000) 

タヌキ 

 

(1,000) 

アライグマ 

 

(1,000) 

H29 年 1月～

H29 年 12 月 
522 75 321 24 17 

金 額 4,176,000 75,000 321,000 24,000 17,000 

エ 交付金の変更及び追加交付申請（推進協議会→本市→県） 

（ア）申請日 平成３０年２月６日 

（イ）追加交付申請額 ６５３，０００円 

（ウ）別記様式第１号（別添） 

緊急捕獲活動支援事業実施計画 

・事業実施主体名 推進協議会 

・事業名 緊急捕獲活動支援事業 

・事業内容 緊急捕獲活動推進事業 有害捕獲 

・事業費 ４，６１３，０００円 

・負担区分 交付金 ４，６１３，０００円 

・緊急捕獲活動支援事業（有害捕獲）の内容 

対象鳥獣 
捕獲頭数 

（頭） 

上限単価 

（円／頭） 

事業費 

（円） 

交付金 

（円） 

イノシシ（成獣） 522 8,000 4,176,000 4,176,000 

イノシシ（幼獣） 75 1,000 75,000 75,000 

ヌートリア 321 1,000 321,000 321,000 

タヌキ 24 1,000 24,000 24,000 

アナグマ 17 1,000 17,000 17,000 

ハクビシン 0 1,000 0 0 

サル 0 8,000 0 0 

計 959  4,613,000 4,613,000 
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オ 補助金等変更交付決定通知（県→本市→推進協議会） 

（ア）通知日 平成３０年３月１２日 

（イ）対象事業 平成３０年２月６日付けで申請のあった緊急捕獲活動支援事業 

（ウ）事業に要する経費及び交付金の額  

事業に要する経費  ４，６１３，０００円 

交付金の額     ４，６１３，０００円 

カ  実績報告（推進協議会→本市→県） 

（ア）報告日 平成３０年３月２２日 

（イ）別記様式第１号（別添） 

緊急捕獲活動支援事業実績 

・事業実施主体名 推進協議会 

・事業名 緊急捕獲活動支援事業 

・事業内容 緊急捕獲活動推進事業 有害捕獲 

・事業費 ４，６１３，０００円 

・負担区分 交付金 ４，６１３，０００円 

・緊急捕獲活動支援事業（有害捕獲）の内容 

対象鳥獣 捕獲頭数 
上限単価 

（円／頭） 
事業費 交付金 

イノシシ（成獣） 522 8,000 4,176,000 4,176,000 

イノシシ（幼獣） 75 1,000 75,000 75,000 

ヌートリア 321 1,000 321,000 321,000 

タヌキ 24 1,000 24,000 24,000 

アナグマ 17 1,000 17,000 17,000 

計 959  4,613,000 4,613,000 

・事業完了 ３０年３月２２日 

（ウ）捕獲確認書（本市から県への報告に添付） 

有害鳥獣の種別，頭数，捕獲月日，捕獲場所，確認方法等を記載している。 

キ 事業完了復命書 

・検査完了日 平成３０年３月２２日 

・復命書作成者 農林水産課 職員Ｅ 

・事業名 平成２９年度鳥獣被害防止総合対策交付金事業 

・総事業費 ４，６１３，０００円 

・着手年月日 平成２９年６月１３日（補助金等交付決定通知日） 

・完了年月日 平成３０年３月２２日（実績報告日） 

※平成２９年１月１日から平成２９年６月１２日までの捕獲についても，

国実施要綱により，着手年月日以降に捕獲確認をした場合は，本件交付

金の対象となる。 
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ク 補助金等の額の確定通知（県→本市→推進協議会） 

（ア）通知日 平成３０年３月３０日 

（イ）確定額 ４，６１３，０００円 

ケ 支出命令書 

（ア）支出命令日 平成３０年４月１２日 

（イ）支出命令金額 ４，６１３，０００円 

（ウ）支払日 平成３０年４月１９日 

 

以上のとおり，県から本市に交付された平成２９年度鳥獣被害防止総合対策交付

金の交付申請から交付金の支出に至るまでの一連の手続きについては，県交付要綱

等に基づいたものであり，また，本市から推進協議会に交付した本件交付金の交付

申請から交付に至るまでの一連の手続きについても，県実施要領及び倉敷市補助金

等交付規則（昭和４３年倉敷市規則第３０号）に基づき行われていた。 

 

（５）本件委託料の支出の概要 

平成２９年度有害鳥獣駆除業務委託（以下「本件委託」という。）の契約期間は，

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までとなっており，本件委託料の支

出に至るまでの事務処理は，以下のとおりである。 

ア 本件委託契約 

イノシシ，ヌートリアの捕獲数等に応じて委託料が加算する契約内容となって

いる。 

      （ア）契約締結日 平成２９年４月１日 

（イ）委託業務名 本件委託 

（ウ）受託者 駆除班協議会   

（エ）実施場所 倉敷市内一円 

（オ）委託期間 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで 

（カ）委託料 

・固定分 ２，３２０，２００円（内消費税額 １７１，８６６円） 

平成２９年１１月２７日の変更契約（傷害・賠償保険料の増額）により， 

２，３２４，７２０円（内消費税額 １７２，２０１円） 

※ 固定分の内訳は，駆除班ごとに支払う定額（＠１５０，０００円×１１

班＝１，６５０，０００円）及び保険料（６７４，７２０円）である。 

・加算分（実績に応じて別途加算するもの） 

１）ヌートリア１頭につき１，０００円以内 

２）７月～９月においてイノシシ１頭につき１０，０００円以内 

その他の月においてイノシシ１頭につき ６，０００円以内 

３）年間延べ７０人以上捕獲活動に従事した班は，４５，０００円以内 

４）イノシシ３０頭以上捕獲した班は，３０，０００円以内 
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５）新規加入者（満５０歳未満等）がいる班は，２０，０００円以内 

イ 完了報告（駆除班協議会→本市） 

（ア）報告日 平成３０年３月３１日 

（イ）委託業務の名称 平成２９年度有害鳥獣駆除 

（ウ）実施内容 倉敷市内一円における有害鳥獣の駆除 

（駆除実績）イノシシ ５８４頭，ヌートリア ２６９頭 

タヌキ   ２０頭，アナグマ   １６頭 

カラス類 ７２３羽，カワウ     ５羽 

キジバト  ２０羽，ヒヨドリ   ７３羽 

・添付書類 平成２９年度有害鳥獣駆除班活動による鳥獣の捕獲実績 

（エ）期間  平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

ウ 完了検査 

（ア）検査調書作成職員 農林水産課 職員Ｆ 

（イ）件名 本件委託 

（ウ）実施箇所 倉敷市内一円 

（エ）契約先 駆除班協議会   

（オ）委託料合計 ７，７４２，７２０円 

（内訳） 

固定分 

駆除班委託料 ＠150,000 円×11 班 1,650,000 円 

ハンター保険料  300,000 円 

網，ワナ傷害・賠償保険料  374,720 円 

加算分 

イノシシ（7月～9月） ＠10,000 円×245 頭 2,450,000 円 

イノシシ（7月～9月以外） ＠ 6,000 円×339 頭  2,034,000 円 

ヌートリア ＠ 1,000 円×269 頭    269,000 円 

延べ 70 人以上捕獲に従事 ＠45,000 円×11 班    495,000 円 

イノシシ 30 頭以上捕獲 ＠30,000 円× 5 班   150,000 円  

新規加入者がいる ＠20,000 円× 1 班   20,000 円 

合 計   7,742,720 円 

（カ）契約期間 着手 平成２９年４月１日 完了 平成３０年３月３１日 

（キ）完了年月日 平成３０年３月３１日 

（ク）検査年月日 平成３０年３月３１日 

（ケ）検査合格年月日 平成３０年３月３１日 

（コ）検査結果 合格 

エ 支出命令書（網，ワナ傷害・賠償保険料） 

（ア）支出命令日 平成２９年１２月７日 

（イ）支出命令金額 ３７４，７２０円 

（ウ）支払日 平成２９年１２月１３日 
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オ 支出命令書（網，ワナ傷害・賠償保険料を除く。） 

（ア）支出命令日 平成３０年５月８日 

（イ）支出命令金額 ７，３６８，０００円 

（ウ）支払日 平成３０年５月１１日 

（内訳） 

固定分 
駆除班委託料 ＠150,000 円×11 班 1,650,000 円 

ハンター保険料  300,000 円 

加算分 

イノシシ（7月～9月） ＠10,000 円×245 頭 2,450,000 円 

イノシシ（7月～9月以外） ＠ 6,000 円×339 頭  2,034,000 円 

ヌートリア ＠ 1,000 円×269 頭    269,000 円 

延べ 70 人以上捕獲に従事 ＠45,000 円×11 班    495,000 円 

イノシシ 30 頭以上捕獲 ＠30,000 円× 5 班   150,000 円  

新規加入者がいる ＠20,000 円× 1 班   20,000 円 

合 計   7,368,000 円 

有害鳥獣の捕獲確認については，前述の本件交付金と併せて行っており，業務

の完了時には受託者から完了報告を受け，本市の職員が完了検査を行った後に，

本件委託料を支払っていた。 

 

（６）捕獲確認書及び許可証の報告欄に記載された捕獲数の差異 

※豪雨災害を受け，許可証の確認ができない真備地区分を除く。 

捕獲確認書と許可証に記載された捕獲数を比較すると差異が生じている。 

ア 本件交付金（対象期間：平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日） 

 イノシシ ヌートリア タヌキ アナグマ 

捕獲確認書 Ａ ５１９ ２５２ １８ １５ 

許可証   Ｂ ４７４ ２３９ ２３ ２７ 

差  Ａ－Ｂ ４５ １３ △５ △１２ 

イ 本件委託料（対象期間：平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日） 

 イノシシ ヌートリア 

捕獲確認書 Ａ ５０６ ２０５ 

許可証   Ｂ ４３３ ２０３ 

差  Ａ－Ｂ ７３ ２ 

 

これは，許可証の報告欄への未確認の捕獲内容の記載，記載漏れ，記載誤りなど

によるものであり，許可証の報告とは別に，本市では，債務が確定していることを

確認するため，捕獲確認書により捕獲数を確定している。 

よって，許可証に未記載であっても捕獲確認書により確認した場合は支出し，ま

た，許可証に記載されていても捕獲が確認できない場合は，支出の対象外としてい
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る。 

 

２ 判断 

（１） まず，本件交付金の支出が，請求人らの求める違法・不当な公金の支出にあたる 

かについて検討する。 

国は，鳥獣による農林水産業等に係る被害の軽減に資することを目的として，平 

成２０年度から，国実施要綱等に基づき，鳥獣被害防止総合対策交付金事業を実施

しており，県を通じて市町村に交付金を交付している。 

前述したとおり，本市では，本件交付金の算定根拠となる有害鳥獣の捕獲数につ 

いては，請求人らが主張する許可証に報告された捕獲数ではなく，国実施要領等に

規定された方法に則り，職員の現場確認や客観的証拠による捕獲確認に基づいて最

終的な捕獲数の確定を行い，県から，県交付要綱等に基づき，その捕獲数に応じた

交付金を受けていることから，交付金は，適正に事業採択されたことに基づいて交

付されていると認められる。 

したがって，本件交付金の支出については，その手続きに違法性・不当性は認め 

られないことから，自治法第２４２条第１項所定の「違法又は不当な公金の支出」

があったとは認められない。 

 

（２） 次に，本件委託料の支出が請求人らの求める違法・不当な公金の支出にあたるか 

   について検討する。 

本件委託は，農作物等の被害に対処するため，有害鳥獣の駆除を目的としており， 

駆除班協議会と平成２９年４月１日付けで有害鳥獣の捕獲数等に応じて委託料が

加算される業務委託契約を締結している。 

本件委託料の算定根拠となる有害鳥獣の捕獲数についても，前述の本件交付金に

係る有害鳥獣の捕獲確認と併せて確定を行っているため，適正な捕獲数と認められ

る。 

したがって，本件委託料の支出についても，その手続きに違法性・不当性は認め 

られないことから，自治法第２４２条第１項所定の「違法又は不当な公金の支出」

があったとは認められない。 

 

第４ 結論 

以上のことから，本件住民監査請求については，請求人らの主張には理由がないも

のと判断する。 


